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○特定調達契約に係る一般競争入札の公告 

さいたま市公告（調達）第２２号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

平成３１年１月３１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

小型乗用ハイブリッド自動車賃貸借（平成３１年度導入）

⑵ 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

⑶ 数量・特質等

ア 数量 ４８台

イ 特質等 仕様書による。

⑷ 借入期間

平成３１年７月１日から平成３６年７月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、営業種目「自動車リース」の資格を有すると認められた者であること。なお、平成２９・

３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）に同営業種

目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のない者（当該

営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定の様式に

より、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
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けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２７年４月１日から平成３０年１２月３１日の間、５年以上の自動車メンテナンスリース

長期継続契約の実績を有する者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 梅津 電話 ０４８（８２９）１１７４

⑵ 交付期間

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時
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平成３１年３月１日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に１２０円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

平成３１年３月１３日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１５日（金）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室

⑷ 入札保証金

見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課
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電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４

⑼ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課

電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。

９ 特記事項

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更または解除する場合があります。

１０ Summary 

⑴ Lease contract for tender:  

48 Small Hybrid Vehicles for FY 2019 

⑵ Date and time of tender: 

March 15, 2019, 10:00 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

City Hall Management Division, Department of Finance, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1174
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さいたま市公告（調達）第２３号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

平成３１年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

 ⑴ 件名 

レーザープリンター用トナーカートリッジ（リコーＩＰＳｉＯ ＳＰ６４１０用）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市内各課所及び各市立学校 

⑶ 数量・特質等 

ア 予定数量 １，３００箱（１箱２本入） 

イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 契約期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目の資格を有すると認められた者

であること。なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下

「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。

名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管

理部契約課に所定の様式により、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年
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さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

ア 初度入札に限り、郵送（一般書留又は簡易書留）又は持参による提出とする。 

イ 単価で行う。入札金額は、１箱当たりの金額を入札書に記載すること（同等品の場合は、２

本で１箱とみなす。）。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１０

０に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書の受領期限及び提出先 

ア 受領期限 
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平成３１年３月１３日（水） 

なお、持参による提出の受付時間は、休日を除く午前９時から午後４時まで 

イ 郵送及び持参による提出先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（郵便入札）第１４条及びさいたま市郵便

入札執行要領第８条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室 

   電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
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⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html 

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

１０ Summary 

⑴ Contract for tender:

Laser Printer Toner Cartridges for Ricoh IPSiO SP 6410, Approx. 1,300cases 

⑵ Date and time of tender: 

March 15, 2019, 2:00 p.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 6-

4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan  

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第２４号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

平成３１年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

再生コピー用紙（Ａ４）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

さいたま市内各課所、各市立学校及び市内保育園 

⑶ 数量・特質等 

ア 予定数量 

５４，０００箱（１３５，０００，０００枚） 

イ 特質等 

仕様書による。 

⑷ 納入期間 

平成３1 年４月１日から平成３２年３月３１日まで 
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２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、物品納入等種目分類表「事務用品・什器」内の営業種目の資格を有すると認められた者

であること。なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下

「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。

名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管

理部契約課に所定の様式により、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
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３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、１箱当たりの金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年３月１３日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後２時３０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
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６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１０８５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８３ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において、平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所 

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付 

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
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１０ Summary 

⑴ Contract for tender: 

Approximately 54,000 cases of A4 Size Copy Paper 

 ⑵ Date and time of tender: 

March 15, 2019, 2:30 p.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第２５号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

平成３１年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

広報紙「市報さいたま」 

⑵ 納入場所 

広報課の指定する複数箇所  

⑶ 数量・特質等 

ア 予定数量 

６，８５４，１００部 

イ 特質等 

仕様書による。 

⑷ 納入期間 

平成３１年５月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、物品納入等種目分類表「印刷」内の営業種目の資格を有すると認められた者であること。

なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」とい

う。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載

のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課

に所定の様式により、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた
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ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。  

⑷ 平成２８年４月１日以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体の発行部数２０万部以

上の広報紙（１回あたり８ページ以上）を年４回以上定期的に印刷製本し納入する旨の契約を締

結し、納入した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月６日（水）及び平成３１年３月７日（木）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞
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退したものとみなす。 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に

相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年３月１３日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）午後４時１０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所３階Ｈ会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課 

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において、平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所 

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付 

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

１０ Summary 

⑴ Contract for tender: 

Printing Services City Newsletter “Shihou Saitama”, approximately 

    6,854,100 copies 

 ⑵ Date and time of tender: 

March 15, 2019, 4:10 p.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 
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さいたま市公告（調達）第２６号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。 

平成３１年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 重金属固定剤（溶融飛灰処理用）（単価契約） 

イ 生石灰（単価契約） 

ウ 高反応性消石灰（高比表面積）（単価契約） 

⑵ 納入場所 

ア １⑴ア及びイの物品 

さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市西部環境センター 

イ １⑴ウの物品 

(ア) さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市東部環境センター 

(イ) さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市クリーンセンター大崎 

⑶ 予定数量 

ア １⑴アの物品 １０４，０００ｋｇ 

イ １⑴イの物品 ９００，０００ｋｇ 

ウ １⑴ウの物品 １，３８０，０００ｋｇ 

内訳 さいたま市東部環境センター ５８０，０００ｋｇ 

さいたま市クリーンセンター大崎 ８００，０００ｋｇ 

⑷ 特質等 

仕様書のとおり 

⑸ 納入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、物品納入等種目分類表「医療・衛生・福祉器材」内の営業種目の資格を有すると認めら

れた者であること。なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものと

みなす。名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政

局契約管理部契約課に所定の様式により、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を

行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた



20 

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する購入物品ごとに入札参加申込及び入札参加資格

の確認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者

であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する購入物品ごとに、競争入札参加資格確認結果通知書を交付す

るものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月４日（月）及び平成３１年３月５日（火）午前９時から午後４時まで。なお、

交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞

退したものとみなす。 

⑶ その他 
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郵送希望者については、４の書類提出時において、競争入札に付する購入物品ごとの返信用封

筒に９２円切手を貼付し、申し出た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する購入物品ごとに単価で行う。入札金額は、購入物品１ｋｇ当たりの金額を入

札書に記載することとし、当該金額（単価）は、１円未満について、小数点以下第２位までとす

る。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当す

る額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

平成３１年３月１４日（木）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時００分 

(イ) １⑴イの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時２０分 

(ウ) １⑴ウの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時４０分 

イ 場所 

さいたま市北区宮原町１－８５２－１ さいたま市北区役所２階Ｂ－３会議室 

⑷ 入札保証金 

競争入札に付する購入物品ごとに見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の

５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第

９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１８日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

⑼ 業務を担当する課 

ア １⑴ア及び１⑴イの物品 

さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市環境局施設部西部環境センター 

電話 ０４８（６２３）４１００ ＦＡＸ ０４８（６２２）５３５３ 

イ １⑴ウの物品 

(ア) さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市環境局施設部東部環境センター 

電話 ０４８（６８４）３８０２ ＦＡＸ ０４８（６８６）０４６６ 

(イ) さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎 

電話 ０４８（８７８）０９８９ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９５９ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった購入物品ごとに、契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以

上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他 

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所 

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付 

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

１０ Summary 

⑴ Contract for tender: 
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ａ Heavy Metal Fixation Agent, approximately 104,000 kg 

ｂ Quicklime, approximately 900,000 kg 

ｃ High Reactive Calcium Hydroxide(High Specific Surface Area), approximately  

1,380,000 ㎏ 

⑵ Date and time of tender: 

ａ March 18, 2019, 10:00 a.m. 

ｂ March 18, 2019, 10:20 a.m. 

ｃ March 18, 2019, 10:40 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Procurement Division, Contract Management Department, Finance Bureau, Saitama City 

6-4-4, Tokiwa, Urawa Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 330-9588, Japan 

Tel: 048-829-1181 

さいたま市公告（調達）第２７号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

平成３１年１月３１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

ア 天井懸垂機器 

イ 薬剤機器 

ウ 採血管準備システム 

エ 患者監視モニタリングシステム 

オ 術野画像システム 

カ 病棟ベッド 

⑵ 納入場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり 

⑷ 納入期限

平成３１年１２月２７日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、営業種目「医療福祉器材」の資格を有すると認められた者であること。なお、平成２９・

３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）に同営業種

目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のない者（当該

営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定の様式に

より、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 
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⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の公告日において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和３５年法律第１４５号）に基づく高度管理医療機器等販売業の許可を受けた者であるこ

と。 

⑸ 平成２８年４月１日以降に、当該物品と同等の物品納入若しくは製造実績があることを証明で

きる者又は当該物品に係る製造者若しくは販売代理店等の出荷引受証明を受けている者であるこ

と。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４

⑵ 交付期間

公告の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前８時３

０分から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法
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持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年３月４日（月）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

平成３１年３月１４日（木）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３６－８５２２ さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経

営部財務課用度係 

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

(ア) １⑴アの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時００分 

(イ) １⑴イの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時３０分 

(エ) １⑴エの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１０時４５分 

(オ) １⑴オの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１１時００分 

(カ) １⑴カの物品 平成３１年３月１８日（月）午前１１時１５分 

イ 場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室２

⑷ 入札保証金

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。

⑸ 開札の日時及び場所
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ア 日時

平成３１年３月１８日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

９ Summary  

⑴ Contract for tender: 
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a. Ceiling pendants 

b. Pharmaceutical machines 

c. Blood collection tube preparation system 

d. Patient monitoring system 

e. Surgical imaging system 

f. Hospital beds 

⑵ Date and time of tender: 

For ⑴ a, March 18, 2019, 10:00 a.m. 

For ⑴ b, March 18, 2019, 10:15 a.m. 

For ⑴ c, March 18, 2019, 10:30 a.m. 

For ⑴ d, March 18, 2019, 10:45 a.m. 

For ⑴ e, March 18, 2019, 11:00 a.m. 

For ⑴ f, March 18, 2019, 11:15 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Finance Division, Department of Hospital Administration, City Hospital, Health and 

Welfare Bureau, Saitama City 

2460 Mimuro, Midori Ward, Saitama City, Saitama Prefecture, Japan 336-8522 

Tel: 048-873-4274 

さいたま市公告（調達）第２８号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

平成３１年１月３１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

什器類（その１７）の買入れ 

⑵ 納入場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり 

⑷ 納入期限

平成３１年１２月１３日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、営業種目「鋼製什器」又は「医療福祉器材」の資格を有すると認められた者であること。

なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」とい

う。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載

のない者（当該営業種目に登載のない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定
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の様式により、平成３１年２月１５日（金）までに資格審査の申請を行うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４

⑵ 交付期間

公告の日から平成３１年２月２５日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前８時３

０分から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ
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⑵ 交付日時

平成３１年３月１日（金）及び平成３１年３月４日（月）午前８時３０分から午後５時１５分

まで。なお、交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者について

は、入札を辞退したものとみなす。

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

平成３１年３月２０日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３６－８５２２ さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経

営部財務課用度係 

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月２２日（金）午後２時３０分 

イ 場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室２

⑷ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月２２日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 
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⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部病院施設整備室 

電話 ０４８（８７３）４１７０ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間

休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

９ Summary  

⑴ Contract for tender: 

Utensils and furnitures 

⑵ Date and time of tender: 

March 22, 2019, 2:30 p.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Finance Division, Department of Hospital Administration, City Hospital, Health and 

Welfare Bureau, Saitama City 

2460 Mimuro, Midori Ward, Saitama City, Saitama Prefecture, Japan 336-8522 



31 

Tel: 048-873-4274 

さいたま市公告（調達）第２９号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

平成３１年１月３１日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

舘岩少年自然の家建物管理業務

⑵ 履行場所

福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成３０年度さいたま市の特定調達契約に係る業務委託の競争入札の参加資格に関する審査を

受け、業務「建物管理等」、「清掃」及び「保守点検」の資格を有すると認められた者であること。

なお、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）

に同業務で登載されている者については、この審査を受けたものとみなす。名簿に登載のない者

（当該業務について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政局契約管理部契約課に所定の様式

により、平成３１年２月１４日（木）までに資格審査の申請を行うこと。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 資格審査基準においては、その数値の合計が７０点以上を有する者とする。また、名簿に登載

されている者については、業務「建物管理等」及び「清掃」の等級区分Ａ級の者とする。 

⑸ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

⑹ 次に掲げる資格を有する者を配置できる者であること。 
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ア 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に基づくボイラー技士（２級以上）又はボイラ

ー取扱技能講習及び普通第一種圧力容器取扱作業主任者技能講習の修了証の交付を受けた者

（技能講習の修了証の交付を受けた者は、同一の者であるかは問わない。） 

イ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく危険物保安監督者の資格を有する者（取扱危

険物：乙種第４類） 

ウ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）に基づく水道技術管理者の資格を有する者 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 申請方法

  ホームページから入札説明書等交付申請書をダウンロードし、必要事項を記載の上、申請書を

提出すること。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057581.html

⑵ 提出場所

〒９６７－０３４７ 福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員

会事務局学校教育部舘岩少年自然の家

担当 今間 電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３

 ⑶ 提出方法

   持参又はＦＡＸ

⑷ 交付期間

公告の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで）

⑸ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

公告の日から平成３１年２月１４日（木）まで

⑶ 受付場所

３⑵に同じ

⑷ 提出方法

郵送（書留郵便又は簡易書留郵便）受付期間内必着

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。
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⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑵ 交付日時

平成３１年２月２８日（木）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加

資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１

０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に

当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

平成３１年３月１３日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校

教育部学事課

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１５日（金）午前１０時４５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑷ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時
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平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、著しく低価格の場合

は、同条第３項の規定により調査を行う場合がある。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑼ 業務を担当する課

福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会事務局学校教育部舘

岩少年自然の家

電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

ウ 受付時間 
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休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部舘岩少年自然の家及びホームページに

おいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

１０ Summary 

⑴ Contract for tender: 

  Building management of Tateiwa Children’s Nature Center 

⑵ Date and time of tender: 

March 15, 2019, 10:45 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Tateiwa Children's Nature Center, Department of School Education, Board of Education 

Secretariat, Saitama City 

2847-1, Miyasato-Aza-Mukaiyama, Minamiaizu Town, Minamiaizu County, Fukushima 

Prefecture 967-0347, Japan 

Tel: 0241-78-2311 Fax: 0241-78-2313 

○特定調達契約の落札者等の公示 

さいたま市公示第２号

次のとおり落札者等について公示します。 

平成３１年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

「掲載事項」 

①案件番号 ②物品等又は特定役務の名称及び数量 ③契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ④落札者又は随意契約の相手方を決定した日 ⑤落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住

所（法人の場合はその名称及び所在地） ⑥落札金額又は随意契約に係る契約金額 ⑦契約の相手方

を決定した手続 ⑧公告又は公示をした日 ⑨随意契約によることとした理由 

①２－１ ②⑴さいたま市立武蔵浦和保育園 外５４園で使用する電気 ２，７６１，７８０キロワ

ット時 ⑵さいたま市立指扇公民館 外４４館で使用する電気 ３，５７２，６７０キロワット時 

⑶さいたま市立浦和高等学校 外２校で使用する電気 １，９６１，１９０キロワット時 ③さいた

ま市財政局契約管理部調達課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３０年１１月２８日 ⑤⑴

株式会社エネット 代表取締役 川越祐司 東京都港区芝公園２－６－３ ⑵東京電力エナジーパー

トナー株式会社 代表取締役 川崎敏寛 東京都千代田区内幸町１－１－３ ⑶サミットエナジー株

式会社 代表取締役 小澤純史 東京都千代田区内神田２－３－４ ⑥⑴６６，７３４，５５５円 

⑵７２，２０４，３３４円 ⑶３５，２９５，３６６円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３０年１０月１日

さいたま市公告（調達）第６０号
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①２－２ ②主電極棒（ニップル含む）（その２） １８０本 ③さいたま市財政局契約管理部調達課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３０年１１月２８日 ⑤吉田化学産業株式会社 代表取締

役 吉田友久 さいたま市北区土呂町１－３９－８ ⑥３６，４１１，１２０円 ⑦一般競争入札 ⑧

平成３０年１０月３１日さいたま市公告（調達）第６４号

①２－３ ②さいたま市財務会計システム等機器賃貸借（平成３１年度更新分） 一式 ③さいたま

市市民局情報政策部情報システム課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３０年１２月３日 

⑤ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社関東支店 関東支店長 古見一夫 さいたま市大宮区桜

木町１－１０－１７ ⑥２，４２８，０５６円（月額） ⑦一般競争入札 ⑧平成３０年１０月１５

日さいたま市公告（調達）第６３号

①２－４ ②さいたま市期日前・不在者投票及び当日投票受付システム運用支援業務（県議・市議） 

一式 ③さいたま市選挙管理委員会事務局選挙課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３０年

１２月２０日 ⑤日本電気株式会社関東甲信越支社 支社長 高見公三 さいたま市大宮区桜木町１

－１０－１７ シーノ大宮サウスウイング８階 ⑥３３，２１０，０００円 ⑦随意契約 ⑨地方公

共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第１１条第

１項第１号該当 

○一般競争入札の告示 

さいたま市告示第１６２号 

平成３１年度「市報さいたま」宅配業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

平成３１年度「市報さいたま」宅配業務

⑵ 履行場所

さいたま市全域

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配布」で登載され、
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本市内に本社、支社又は営業所などを有し、かつ、引き続き同業務で、平成３１・３２年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成１９年４月１日以降に、毎月１回以上発行する印刷物を連続して６か月以上、特定の行政

区域全域に、配布員による全戸配布（１回当たり、３０万世帯以上）の実績（元請に限る。）を有

する者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課 

担当 宇根、近藤 電話 ０４８（８２９）１０３９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p040077.html

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定め

る条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（４⑷アにおいては、休日を除く午前８時３０

分から午後５時１５分まで）

⑶ 受付場所
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３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

ア 持参

イ 電子メール

電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 仕様書の貸出

さいたま市ホームページから、業務委託仕様書貸出申請書をダウンロードし、必要事項を記載の

上、次により貸出するものとする。

⑴ 貸出場所

３⑴アに同じ

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ ホームページアドレス

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p040077.html

７ 入札参加資格の有無の再確認

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までに、さいたま

市市長公室広報課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。

８ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額をもって落札価格とし、

消費税及び地方消費税については別途契約書において定めるため、入札者は単価（税抜）を入札

書に記載すること。

⑵ 入札参加資格の確認

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。

⑶ 提出書類

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。

⑷ 入札回数等

ア 再度入札は、１回までとする。
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イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

⑸ 入札の辞退

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。

⑹ 独占禁止法関係法令の遵守

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。

⑺ その他

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

⑻ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑼ 入札保証金

見積もった金額（単価）に配布戸数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。

⑽ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

８⑻イに同じ

⑾ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。

この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。

⑿ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⒀ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⒁ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

９ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（単価）に配布戸数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい
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たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

 ⑷ 支払条件

暦月を単位として、請求に応じて支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協

議を行う。

１０ その他

 ⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立 

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１６３号 

平成３１年度「市報さいたま」等拠点施設等配達業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

平成３１年度「市報さいたま」等拠点施設等配達業務

⑵ 履行場所

さいたま市全域

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配布」で登載され、

本市内に本社、支社又は営業所などを有し、かつ、引き続き同業務で、平成３１・３２年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受
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けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日を起算日として過去５年の間、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と

種類及び規模をほぼ同じくする業務の契約実績を１件以上有し、かつ、これら全てを誠実に履行

している者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課 

担当 宇根、近藤 電話 ０４８（８２９）１０３９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057739.html

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定め

る条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（４⑷アにおいては、休日を除く午前８時３０

分から午後５時１５分まで）

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

ア 持参

イ 電子メール
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電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札参加資格の有無の再確認

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までに、さいたま

市市長公室広報課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額をもって落札価格とし、

消費税及び地方消費税については別途契約書において定めるため、入札者は単価（税抜）を入札

書に記載すること。

⑵ 入札参加資格の確認

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。

⑶ 提出書類

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。

⑷ 入札回数等

ア 再度入札は、１回までとする。

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。

⑸ 入札の辞退

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。

⑹ 独占禁止法関係法令の遵守

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。

⑺ その他

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

⑻ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時１５分

イ 場所
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さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑼ 入札保証金

見積もった金額（単価）に配達件数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。

⑽ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑻イに同じ

⑾ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。

この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。

⑿ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⒀ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⒁ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（単価）に配達件数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

⑷ 支払条件

暦月を単位として、請求に応じて支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協

議を行う。

９ その他

 ⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。
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https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１６４号 

平成３１年度さいたま市ＦＭ ＮＡＣＫ５ラジオ広報ＣＭ制作・放送（代理）業務について、次の

とおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい

う。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

平成３１年度さいたま市ＦＭ  ＮＡＣＫ５ラジオ広報ＣＭ制作・放送（代理）業務 

⑵ 履行場所

さいたま市役所外 

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「製作等」で登載され、本市内に本社、支社又は営業所などを有

し、かつ、引き続き同業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２５年４月 1 日以降、ラジオＣＭの制作・放送（代理）業務の実績を有し、契約書の写し

又は業務完了検査証の写しを提示できる者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付方法
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さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p033839.html

⑵ 交付期間

本告示日から平成３１年２月１４日（木）まで

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで）

⑶ 受付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課 

担当 近藤、谷 電話 ０４８（８２９）１０３９

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

４⑶に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年９月

までの役務として見積もった金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額、平成

３１年１０月以後の役務として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額（いずれも当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）

を合算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年９月までの役務と
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して見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月以後の役務として

見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を加算した金額を入札書に記載し、併せて、

金額の内訳書を添付すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１６５号 

平成３１年度さいたま市長記者会見インターネット配信業務について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

平成３１年度さいたま市長記者会見インターネット配信業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「製作等」で登載され、引き続き同業務で、平成３１・３２年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２５年４月１日以降、本業務と同種の業務実績を有し、契約書の写し又は業務完了検査証

の写しを提示できる者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課 

担当 星野、五味 電話 ０４８（８２９）１０１７ 
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  イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p062926.html 

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定め

る条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分

から午後５時１５分まで） 

⑶ 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 競争入札参加資格の喪失

  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額をもって落札価格とし、

消費税及び地方消費税については別途契約書において定めるため、入札者は単価（税抜）を入札
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書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時４５分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額（単価）に予定実施回数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札となるべき同価の

入札をした者が２者以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０１７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（単価）に予定実施回数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他

 ⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立 

てることはできない。
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⑶ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１６０号 

小型乗用ハイブリッド７人乗り自動車賃貸借（平成３１年度導入）について、次のとおり一般競争

入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

小型乗用ハイブリッド７人乗り自動車賃貸借（平成３１年度導入）

⑵ 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

⑶ 数量・特質等

ア 数量 ７台

イ 特質等 仕様書による。

⑷ 借入期間

平成３１年７月１日から平成３６年７月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）

に営業種目「自動車リース」で登載され、引き続き同営業種目で、平成３１・３２年度さいたま

市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２７年４月１日から平成３０年１２月３１日の間、５年以上の自動車メンテナンスリース

長期継続契約の実績を有する者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。
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⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 梅津 電話 ０４８（８２９）１１７４

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月２２日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年３月１日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所
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ア 日時

平成３１年３月１５日（金）午前１０時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課

電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課

電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

９ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１２８号 

さいたま市固定資産評価システムリースについて、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。

平成３１年１月２８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市固定資産評価システムリース

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「コンピューターソフト」又は「ＯＡ機器リース等」で

登載され、引き続き同営業種目で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請

をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ さいたま市財政局税務部固定資産税課 

担当 土屋 電話 ０４８（８２９）１１８５

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１３日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）
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⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前１０時００分 

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－１８ さいたま市浦和区役所保健センター３階講座室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。
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⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部税制課

電話 ０４８（８２９）１１６０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局税務部固定資産税課

電話 ０４８（８２９）１１８５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９１６

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市財政局税務部固定資産税課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１６１号 

さいたま市自治会あて広報物仕分け等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定により公告す

る。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市自治会あて広報物仕分け等業務
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⑵ 履行場所

受託者作業所内外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「文書管理」で登載され、本市内に本社、支社又は営業所などを

有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本業務について、仕様書の内容を遵守し確実に行うことができる者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局市民生活部コミュニティ推進課 

担当 榎本 電話 ０４８（８２９）１０６８

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１９日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２２日（金）午前９時から午後５時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。入札金額は、各項目の単価を件数で乗じた総合計金額を記入すること。なお、落

札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う

課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第９号に規定する課税

資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金額の１００分の８に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

た金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金

額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積も

った金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲

渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を加算した金額を入札

書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１２日（火）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。
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⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１２日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局市民生活部市民生活安全課

電話 ０４８（８２９）１２１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局市民生活部コミュニティ推進課

電話 ０４８（８２９）１０６８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

本入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。

９ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市市民局市民生活部コミュニティ推進課及びホームページにおいて閲

覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１５４号 

さいたま市情報セキュリティ運用支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。
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平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市情報セキュリティ運用支援業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課外

⑶ 業務概要

マネジメントサイクルの実施、教育、監査等に対する情報セキュリティ運用支援

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「電算」の受注希望業務「その他の電算」で登載され、引き続き

同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 情報セキュリティ監査企業台帳に関する規則（平成１５年経済産業省告示第１１３号）第４条

に規定する情報セキュリティ監査企業台帳（平成３０年度登録分）に登録されている者であるこ

と。

⑸ 情報セキュリティマネジメントシステム認証基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０

０１）の認定の情報セキュリティマネジメントに関する認証を取得している者であること。

⑹ 平成２８年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体を相手方とした情報セキュ

リティ監査又は情報セキュリティに関するコンサルティングの契約実績を２件以上有し、かつ、

これら全てを誠実に履行している者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課

担当 ＩＣＴ統括係 電話 ０４８（８２９）１８９３
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⑵ 交付期間

本告示日から平成３１年２月１５日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで。ただし、交付最終日は午前９時から正午までとする。）

⑶ 交付費用

無償

⑷ 交付方法

ＣＤ又はＤＶＤ－ＲＯＭ

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

本告示日から平成３１年２月１５日（金）まで（持参の場合、休日を除く午前９時から午後４

時まで）

⑶ 受付場所

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ

政策課

⑷ 提出方法

持参又は郵送。なお、郵送の場合は書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出期間必着とす

る。

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付日時

平成３１年２月２１日（木）午前９時から午後４時まで

⑵ 交付場所

３⑴に同じ

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、入札に参加できないものとす

る。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法
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総価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格

とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月６日（水）午前１１時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月６日（水）入札終了後、直ちに行う

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入札価格が同値の場合

は、当該者のくじ引きによって落札者を定める。この場合において、当該入札参加者等は、くじ

を引くことを辞退することができない。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課

電話 ０４８（８２９）１８９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否 

９ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。
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１０ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等はさいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１８４号 

さいたま市データエントリ業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市データエントリ業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「電算」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

⑸ 平成２８年以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体において同種同規模の契約を
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２件以上締結している者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室 

担当 酒寄 電話 ０４８（８２９）１１０４

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１９日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用

無償

⑷ 交付方法

ＣＤ－ＲＯＭ

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２８日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
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捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月６日（水）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月６日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課

電話 ０４８（８２９）１０４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室

電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局情報政策部情報システム運用管理室及びホームページにおい

て閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１８０号 

さいたま市障害者総合支援法第１次判定用端末賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市障害者総合支援法第１次判定用端末賃貸借

⑵ 借入場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり

⑷ 借入期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載され、引き続き同営業種目

で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 賃借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持し、

万一問題が発生した場合には即時対応ができる者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対して、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部障害支援課 

担当 自立支援給付係 電話 ０４８（８２９）１３０５
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⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後５時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 競争入札参加資格の喪失

  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（保守費用等、当該業務にかかる経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１
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００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月１８日（月）午前９時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月１８日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部障害支援課

電話 ０４８（８２９）１３０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部障害支援課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１６６号 

さいたま市立病院保育施設保育業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
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平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院保育施設保育業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院みどり保育室 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「福祉サービス」又は「その他」で登載され、引き続き同業務で

平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２８年４月１日以降に、埼玉県内の病院における院内保育施設で、２４時間保育業務を年

間契約で１件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 小森谷 電話 ０４８（８７３）４２１７ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 
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１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１９日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２０日（水）までにさいたま市保健

福祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２７日（水）午前１１時００分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 
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  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年２月２７日（水）入札後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２１７ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
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   契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

   履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

 ⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し

立てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 ⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１６７号 

さいたま市立病院中央材料室運営・清潔区域管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院中央材料室運営・清潔区域管理業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さ

いたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
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⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２８年４月１日以降、病床数５００床以上の国公立病院における院外滅菌消毒業務を年間

契約で２件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

⑸ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による院内滅菌消毒業務、

院外滅菌消毒業務及び院内清掃業務の認定を受けている者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 
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５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午前１１時３０分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 
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ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
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⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１６８号 

さいたま市立病院警備・駐車場等管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院警備・駐車場等管理業務 

⑵ 履行場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「駐車場管理」及び業務「警備」

の受注希望業務「警備（機械警備業務を除く）」で登載され、本市内に本店を有し、かつ、引き続

き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２８年４月１日以降、病床数３００床以上の病院における施設警備業務を年間契約で２件

以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 
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⑸ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第４条の規定に基づく埼玉

県公安委員会の認定を受けている者であること。 

⑹ 警備業法第２２条の規定に基づく警備員指導教育責任者資格者証の交付を受けている者を 1 名

以上配置できる者であること。 

⑺ 業務「警備」の等級区分がＡの者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
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６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後１時４５分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う 

⑵ 場所 
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７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１６９号 

さいたま市立病院基準寝具賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 
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さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院基準寝具賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「寝具レンタル等」で登載され、引き続き同営業種目で

平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による寝具類洗濯業務の

認定を受けている者であること。

⑸ 病院での業務実績がある者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付部数 
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１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後２時３０分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 
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イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。こ

の場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２１７ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
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要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７０号 

さいたま市立病院カーテン賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院カーテン賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「寝具レンタル等」で登載され、引き続き同営業種目で

平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による寝具類洗濯業務の

認定を受けている者であること。

⑸ 病院での業務実績がある者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
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平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後２時４０分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
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９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。こ

の場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７１号 

さいたま市立病院洗濯業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
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平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院洗濯業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さ

いたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による寝具類洗濯業務の

認定を受けている者であること。

⑸ 病院での業務実績を有する者であること。

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 
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⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後２時５０分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 
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  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 
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⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７２号 

さいたま市立病院当直用寝具賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院当直用寝具賃貸借 

⑵ 借入場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「寝具レンタル等」で登載され、引き続き同営業種目で
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平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による寝具類洗濯業務の

認定を受けている者であること。

⑸ 病院での業務実績がある者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 
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５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までにさいたま市保健

福祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続き等 

⑴ 単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日１組当たりの額を記入すること。なお、落札決

定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後３時００分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 
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  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。こ

の場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７３号 

さいたま市立病院設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院設備管理業務 

⑵ 履行場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」並びに業務「保

守点検」の受注希望業務「電気設備保守点検」、「ボイラー保守点検」、「空調設備保守点検」及び

「給排水設備保守点検」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札

参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２８年４月１日以降に、病床数５００床以上の国公立病院における２４時間常駐する設備

管理業務を年間契約で２件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であ

ること。

⑸ 次の資格者を配置できる者であること。

 ア 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に規定する電気主任技術者（第３種以上）
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 イ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に規定するボイラー技士（１級以上）

ウ 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和４６年第１０７号）に規定する公

害防止主任者（大気関係２名）

 エ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に規定する危険物取扱者（第４類、乙種以上）

オ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）に規定する特定高圧ガス取扱主任者及び製造

保安責任者等の高圧ガス関係の資格者

カ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）に規定する建築

物環境衛生管理技術者

キ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に規定するエネルギ

ー管理者又はエネルギー管理員

⑹ 業務「建物管理等」の等級区分がＡ級の者であること。

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 本間 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までにさいたま市保健

福祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後３時１０分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 



96 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７４号 

さいたま市立病院臨床検査業務（内分泌学的検査他）について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院臨床検査業務（内分泌学的検査他） 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「衛生検査」で登載され、

引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去３年以内に、国、地方公共団体又はそれらに準ずる機関において病院事業に係わる検査業

務不履行等により、指名停止措置を受けていない者であること。

⑸ 平成２８年４月１日以降に、埼玉県内の病床数５００床以上の病院における臨床検査業務を年

間契約で１件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者。

⑹ 次のいずれも取得し、かつそれを証明できる書類（写し可）を提出できる者であること。

ア 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）
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付与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／

ＩＥＣ２７００１）の認定 

イ アメリカ臨床病理医協会（ＣＡＰ）の認定 

ウ 公益財団法人日本適合性認定協会のＩＳＯ１５１８９の認定 

エ 一般財団法人医療サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による衛生検査所業務に関

する認定 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た
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場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日(木)までにさいたま市保健福

祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後３時２５分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 
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⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。こ

の場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７５号 

さいたま市立病院臨床検査業務（腫瘍関連検査他）について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院臨床検査業務（腫瘍関連検査他） 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「衛生検査」で登載され、

引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去３年以内に、国、地方公共団体又はそれらに準ずる機関において病院事業に係わる検査業

務不履行等により、指名停止措置を受けていない者であること。

⑸ 平成２８年４月１日以降に、埼玉県内の病床数５００床以上の病院における臨床検査業務を年

間契約で１件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。

⑹ 次のいずれも取得し、かつそれを証明できる書類（写し可）を提出できる者であること。

ア 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）

付与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／

ＩＥＣ２７００１）の認定 

イ アメリカ臨床病理医協会（ＣＡＰ）の認定 

ウ 公益財団法人日本適合性認定協会のＩＳＯ１５１８９の認定 

エ 一般財団法人医療サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による衛生検査所業務に関

する認定 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
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⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までにさいたま市保健

福祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
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事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月７日（木）午後３時３５分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札とすべき同額の入

札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。こ

の場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 
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さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１７６号 

さいたま市立病院給食業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院給食業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 
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２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「給食」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さい

たま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２８年４月１日以降、病床数４００床以上の病院において、継続１年以上の給食業務を２

件以上受託している実績を有する者であること。

⑸ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による患者等給食業務の

認定を受けている者であること。

⑹ 業務の遂行が困難になった場合の代行保証が確認できる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

担当 石田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

⑷ 交付部数 

１部 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 
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⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３１年２月２８日（木）までにさいたま市保健

福祉局市立病院経営部庶務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 入札日時 

平成３１年３月８日（金）午後２時００分 

イ 入札場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階第２会議室 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 



107 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

平成３１年３月８日（金）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落

札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落

札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。 

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 
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本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決さ

れた場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部庶務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１４７号 

歯科用Ｘ線撮影装置外２件の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 歯科用Ｘ線撮影装置 

イ 多項目モニタ 

ウ 視覚誘発反応測定装置 

⑵ 納入場所 

ア １⑴アの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院新病院 

イ １⑴イの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院手術室 

ウ １⑴ウの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院眼科 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 納入期限 

ア １⑴アの物品 平成３１年１２月２７日 

イ １⑴イの物品 平成３１年４月２６日 

ウ １⑴ウの物品 平成３１年３月２９日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納

入等）（以下「名簿」という。）に営業種目「医療福祉器材」で登載され、引き続き同営業種目で

平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
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７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和３５年法律第１４５号）に基づく高度管理医療機器等の販売業の許可を受けている者で

あること。 

⑸ 平成２８年４月１日以降に、当該物品と同等の物品納入若しくは製造実績があることを証明で

きる者又は当該物品に係る製造者若しくは販売代理店等の出荷引受証明を受けている者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの
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とする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの物品 平成３１年２月２６日（火）午前１０時００分 

(イ) １⑴イの物品 平成３１年２月２６日（火）午前１０時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 平成３１年２月２６日（火）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室２ 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
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さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１４８号 

什器類（その１）の買入れ外１５件について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

  ア 什器類（その１）の買入れ 

  イ 什器類（その２）の買入れ 

  ウ 什器類（その３）の買入れ 

  エ 什器類（その４）の買入れ 

  オ 什器類（その５）の買入れ 

  カ 什器類（その６）の買入れ 

  キ 什器類（その７）の買入れ 

  ク 什器類（その８）の買入れ 

  ケ 什器類（その９）の買入れ 

  コ 什器類（その１０）の買入れ 

  サ 什器類（その１１）の買入れ 

  シ 什器類（その１２）の買入れ 

  ス 什器類（その１３）の買入れ 

  セ 什器類（その１４）の買入れ 

  ソ 什器類（その１５）の買入れ 

  タ 什器類（その１６）の買入れ 
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⑵ 納入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

 仕様書のとおり 

⑷ 納入期限 

平成３１年１２月１３日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に次の営業種目で登載され、名簿に登載された主たる営業所又は代

理人を置く営業所の所在地が本市内の者で、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さ

いたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

ア １⑴ア、イ、エ、カ、サ及びソの物品 営業種目「鋼製什器」及び「木製什器」 

イ １⑴ウの物品 営業種目「日用品・雑貨」 

ウ １⑴オ、キ、ク、ケ、コ及びタの物品 営業種目「鋼製什器」 

エ １⑴シの物品 営業種目「木製什器」 

オ １⑴スの物品 営業種目「電算用品」 

カ １⑴セの物品 営業種目「家庭用電気器具」 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２５日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで） 

⑶ 交付費用 

無償 
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４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月１日（金）及び平成３１年３月４日（月）午前８時３０分から午後５時１５分

まで。なお、交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者について

は、入札を辞退したものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの物品 平成３１年３月２２日（金）午前９時００分 

(イ) １⑴イの物品 平成３１年３月２２日（金）午前９時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 平成３１年３月２２日（金）午前９時３０分 
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(エ) １⑴エの物品 平成３１年３月２２日（金）午前９時４５分 

(オ) １⑴オの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１０時００分 

(カ) １⑴カの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１０時１５分 

(キ) １⑴キの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１０時３０分 

(ク) １⑴クの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１１時００分 

(ケ) １⑴ケの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１１時１５分 

(コ) １⑴コの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１１時３０分 

(サ) １⑴サの物品 平成３１年３月２２日（金）午前１１時４５分 

(シ) １⑴シの物品 平成３１年３月２２日（金）午後１時１５分 

(ス) １⑴スの物品 平成３１年３月２２日（金）午後１時３０分 

(セ) １⑴セの物品 平成３１年３月２２日（金）午後１時４５分 

(ソ) １⑴ソの物品 平成３１年３月２２日（金）午後２時００分 

(タ) １⑴タの物品 平成３１年３月２２日（金）午後２時１５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室２ 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月２２日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部病院施設整備室 

電話 ０４８（８７３）４１７０ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 



115 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１７８号 

さいたま市保健所ＬＧＷＡＮ端末機器システム賃貸借について､次のとおり一般競争入札を行うの

で､地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号。以下｢施行令｣という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市保健所ＬＧＷＡＮ端末機器システム賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所内執務室

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

平成３１年４月１日から平成３５年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は､次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載され、引き続き同営業種目

で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７

７号)第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により､さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け
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ている期間がない者であること。

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書等を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 

担当 管理係 電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１４日(木)まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は､入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

 ⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に
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当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２６日（火）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階第１研修室Ａ 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２６日（火）入札終了後､直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課

電話 ０４８（８４０）２２０５ ＦＡＸ ０４８（８４０）２２２８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否

否

８ その他 

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 契約条項等は､さいたま市保健福祉局保健所保健総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１７７号 

さいたま市保育コンシェルジュ要員派遣業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市保育コンシェルジュ要員派遣業務

⑵ 履行場所

仕様書のとおり

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 派遣期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」で登載され、引き続き同

業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 本入札の告示日において、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律（昭和６０年法律第８８号）第５条に規定する労働者派遣事業許可を受けている者である

こと。

⑸ 平成２７年４月１日以降に、国又は地方公共団体と保育に関する相談や保護者対応を業務内容

に含む業務委託又は労働者派遣契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市子ども未来局幼児未来部幼児政策課 
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担当 施設支援係 電話 ０４８（８２９）１８５９

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１５日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２１日（木）及び平成３１年２月２２日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価で行う。消費税及び地方消費税を含まない１人１時間当たりの金額を入札書に記載するこ

と。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とする。また、支

払金額は、落札価格に履行した業務数量を乗じて得た金額に消費税及び地方消費税を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）とする。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１日（金）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室
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⑶ 入札保証金

見積もった金額（単価）に予定業務数量を乗じて得た金額の１００分の５以上を納付すること。

ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場

合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月１日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市子ども未来局幼児未来部幼児政策課

電話 ０４８（８２９）１８５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）２５１６

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市子ども未来局幼児未来部幼児政策課及びホームページにおいて閲覧

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１５３号 

さいたま市桜環境センターアルミプレス売却外６件に係る一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２９日 
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さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

ア さいたま市桜環境センターアルミプレス売却

イ さいたま市東部環境センターアルミプレス売却

ウ さいたま市内民間中間処理施設アルミプレス売却

エ さいたま市桜環境センタースチールプレス売却

オ さいたま市東部環境センタースチールプレス売却

カ さいたま市内民間中間処理施設スチールプレス売却

キ さいたま市東部環境センターベットマットスチールコイル売却

⑵ 履行場所

ア １⑴ア及びエの売却 さいたま市桜区新開４－２－１ さいたま市桜環境センター

イ １⑴イ、オ及びキの売却 さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市東部環境セン

ター

ウ １⑴ウ及びカの売却 さいたま市浦和区大原５－１２－１ 有限会社太盛リサイクルセンタ

ー

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

ア １⑴アからカの売却 平成３１年４月１日から平成３１年９月３０日まで

イ １⑴キの売却 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「不用品買受」で登載され、引き続き同営業種目で、平

成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定及び更生計画の認可がなされている者は除

く。 
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⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定及び再生計画の認可がなされている者は除

く。 

⑹ １⑴アからカの売却について、さいたま市又は過去３年間（平成２８年３月１日から平成３１

年２月２８日まで）に他市町村で実績のある者であること。 

なお、実績とは、アルミプレス又はスチールプレスの売却に際し、さいたま市又は他市町村に

おいて入札又は見積合わせに参加したことをいう。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p040418.html

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月２５日（月）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

平成３１年２月１４日（木）から平成３１年２月２５日（月）まで（さいたま市の休日を定め

る条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午

後４時まで） 

⑶ 受付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部廃棄物対策課 

担当 原 電話 ０４８（８２９）１３３６ 

イ さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市環境局施設部東部環境センター 

担当 日高 電話 ０４８（６８４）３８０２ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。 

⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 
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⑵ 交付日 

平成３１年３月１３日（水）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する件名ごとに単価で行う。入札金額は、売却物品１ｋｇ当たりの金額を入札書

に記載することとし、当該金額は、１円未満について、小数点以下第２位までとする。なお、落

札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算し

た金額（当該金額に小数点以下第２位未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの売却 平成３１年３月１５日（金）午後２時００分

(イ) １⑴イの売却 平成３１年３月１５日（金）午後２時２０分

(ウ) １⑴ウの売却 平成３１年３月１５日（金）午後２時４０分

(エ) １⑴エの売却 平成３１年３月１５日（金）午後３時００分

(オ) １⑴オの売却 平成３１年３月１５日（金）午後３時２０分

(カ) １⑴カの売却 平成３１年３月１５日（金）午後３時４０分

(キ) １⑴キの売却 平成３１年３月１５日（金）午後４時００分

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年３月１５日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格を超え最高

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 複数落札の禁止 

この告示に係る入札のうち、１⑴ア、イ及びウのアルミプレス売却は、一抜け方式とする。落

札者（契約者となる者）となった者は、その後行われる他のアルミプレス売却の入札への参加を
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辞退するものとする。１⑴エ、オ及びカのスチールプレス売却においても同様とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

ア １⑴ア、ウ、エ及びカの売却 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部廃棄物対策課 

電話 ０４８（８２９）１３３６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

イ １⑴イ、オ及びキの売却 

さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市環境局施設部東部環境センター 

電話 ０４８（６８４）３８０２ ＦＡＸ ０４８（６８６）０４６６ 

⑼ 業務を担当する課 

ア １⑴ア及びエの売却 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局施設部環境施設管理課 

電話 ０４８（８２９）１３４３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７５ 

イ １⑴イ、オ及びキの売却 

６⑻イに同じ 

ウ １⑴ウ及びカの売却 

６⑻アに同じ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとの契約金額に仕様書で定める予定数量を乗じた額の１００分の１０以

上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 本契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市環境局資源循環推進部廃棄物対策課及びホームページにおいて閲覧

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１２０号 

さいたま市中央区役所空調設備等保守管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名
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さいたま市中央区役所空調設備等保守管理業務

⑵ 履行場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「電気設備運転」、「空調設備運転」、

「給排水衛生設備運転」及び「ボイラー運転」で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続

き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と延床面積５，０００㎡以上の施

設における同業務の契約を１回以上締結し、かつ、履行した実績を有する者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所区民生活部総務課

担当 小川、宮田 電話 ０４８（８４０）６０１３

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１５日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。
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⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２２日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所本館３階３０２会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格
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設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所区民生活部総務課

電話 ０４８（８４０）６０１３ ＦＡＸ ０４８（８４０）６１６０

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市中央区役所区民生活部総務課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１２１号 

さいたま市中央区役所駐車場管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市中央区役所駐車場管理業務

⑵ 履行場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間
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平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「駐車場管理」で登載され、本市

内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査

の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模（駐

車台数３５台以上）を同じくする契約を１回以上締結し、かつ、履行した実績を有する者である

こと。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所区民生活部総務課

担当 小川、宮田 電話 ０４８（８４０）６０１３

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１５日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ
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⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２２日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）午前１０時３０分

イ 場所

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所本館３階３０２会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年３月７日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効
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さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市中央区下落合５－７－１０ さいたま市中央区役所区民生活部総務課

電話 ０４８（８４０）６０１３ ＦＡＸ ０４８－８４０－６１６０

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

８ 特記事項 

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。 

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市中央区役所区民生活部総務課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１０９号 

さいたま市市議会だより企画編集業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより企画編集業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市議会が年度５回発行する広報紙「市議会だよりさいたま」の企画編集に係る業務 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」
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で登載され、引き続き同業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 ⑷ 国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体の広報紙を企画編集する旨の契約を締結し、納入

した実績を有する、又は、告示日現在において納入中である者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

  さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月８日（金）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書において定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
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確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年２月１８日（月）午後４時までに、

さいたま市議会局総務部秘書課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札方法等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を合算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税

資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１

年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を加算した金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書に添付する書類 

入札書には、企画編集に含まれる主な業務名とその費用及び平成３１年１０月１日の前日まで

と平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る金額の内訳が確認できる内訳書を添

付すること。 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２２日（金）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟３階第１委員会室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
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平成３１年２月２２日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑶イに同じ 

⑹ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑺ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑻ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑼ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑽ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑾ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。  

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

電話 ０４８（８２９）１７４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定
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に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１４ 特記事項 

本入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。 

１５ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１１０号 

さいたま市市議会だより印刷製本業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

平成３１年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより印刷製本業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市議会が年度５回発行する広報紙「市議会だよりさいたま」の印刷製本に係る業務 

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」

で登載され、引き続き同業務で、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
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綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 ⑷ １回当たり発行部数１２万部以上の広報紙を年４回以上定期的に印刷し納入する旨の契約を締

結し、納入した実績を有する、又は、４回目以降の広報紙を告示日現在において納入中である者

であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

⑵ 交付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月８日（金）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書において定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
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６ 競争入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、平成３１年２月１８日（月）午後４時までに、

さいたま市議会局総務部秘書課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札方法等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を合算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税

資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１

年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を加算した金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書に添付する書類 

入札書には、印刷製本に係る単価（当該金額に１円未満の端数があるときは、小数第２位まで）

及び平成３１年１０月１日の前日までと平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係

る金額の内訳が確認できる内訳書を添付すること。 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２２日（金）午前１０時１５分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟３階第１委員会室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２２日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑶イに同じ 

⑹ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑺ 提出書類 
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代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑻ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑼ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑽ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑾ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。  

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札と

すべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書課 

電話 ０４８（８２９）１７４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１４ 支払条件 

印刷製本に係る業務の支払いは、実績数量に応じて行う。 

１５ 特記事項 
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本入札に係る契約の効果は、平成３１年度予算の成立を要件とする。 

１６ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１１３号 

さいたま市小学校用務業務（桜区・浦和区）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市小学校用務業務（桜区・浦和区）

⑵ 履行場所

さいたま市桜区五関２１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。
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３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
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端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時４５分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要



141 

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１４号 

さいたま市小学校用務業務（南区・緑区）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市小学校用務業務（南区・緑区）

⑵ 履行場所

さいたま市南区太田窪５－１０－６外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他
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郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前９時００分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１５号 

さいたま市小学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市小学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）

⑵ 履行場所

さいたま市北区日進町３－１７８外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。
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⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法
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持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前９時１５分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加
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することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１６号 

さいたま市中学校用務業務（桜区・浦和区・南区・緑区）について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市中学校用務業務（桜区・浦和区・南区・緑区）



148 

⑵ 履行場所

さいたま市桜区町谷１－１９－１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。
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⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前９時３０分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
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年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１７号 
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さいたま市中学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市中学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）

⑵ 履行場所

さいたま市北区櫛引町２－５０３－１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間
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告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を
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加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前９時４５分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない
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⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１８号 

さいたま市高等学校用務業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市高等学校用務業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区元町１－２８－１７外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。
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３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
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端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前１０時００分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要
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⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１９号 

さいたま市特別支援学校用務業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 一般競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市特別支援学校用務業務

⑵ 履行場所

さいたま市緑区三室６３６－８０

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 一般競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「建物総合管理」の等級区分がＡ

級で登載され、本市内に本社を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと
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とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を同

じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有するものであること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに仕様書等を貸与するものとす

る。

⑴ 交付等場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課 

担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６２４

⑵ 交付等期間

告示の日から平成３１年２月８日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付等費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１４日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た
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場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１０月１

日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１項第

９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当該金

額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係るもの

として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等に係

るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日以後

に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を

加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）午前１０時１５分

イ 場所

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２０日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課
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電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ 特記事項

  本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書等による。 

さいたま市告示第１１１号 

さいたま市立指扇小学校外１６校機械警備業務外９件について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 

平成３１年１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

ア さいたま市立指扇小学校外１６校機械警備業務

 イ さいたま市立大宮小学校外１６校機械警備業務

 ウ さいたま市立大砂土東小学校外２４校機械警備業務

 エ さいたま市立高砂小学校外２２校機械警備業務

 オ さいたま市立土合小学校外２２校機械警備業務

 カ さいたま市立指扇中学校外１１校機械警備業務

 キ さいたま市立大宮東中学校外１０校機械警備業務

 ク さいたま市立大砂土中学校外１４校機械警備業務

 ケ さいたま市立常盤中学校外１０校機械警備業務

 コ さいたま市立土合中学校外８校機械警備業務
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⑵ 履行場所

ア さいたま市西区西大宮１－４９－６外

 イ さいたま市大宮区大門町３－３外

 ウ さいたま市見沼区大和田町２－９９８外

 エ さいたま市浦和区岸町４－１－２９外

 オ さいたま市桜区西堀７－２１－１外

 カ さいたま市西区西大宮３－３１－１外

 キ さいたま市大宮区堀の内町１－９９外

 ク さいたま市見沼区東大宮１－１００－１外

 ケ さいたま市浦和区針ヶ谷４－１－９外

 コ さいたま市桜区町谷１－１９－１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）

に、業務「警備」の受注希望業務「機械警備」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年

度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去２年の間に国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を２回以上にわたって締結し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 

担当 財務係 電話 ０４８（８２９）１６３５

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月６日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
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いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月８日（金）午前９時から午後５時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１

０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に

当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書等に記載すること。
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⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

１⑴ア 平成３１年２月１３日（水）午前８時４５分  

  １⑴イ 平成３１年２月１３日（水）午前９時００分

  １⑴ウ 平成３１年２月１３日（水）午前９時１５分

  １⑴エ 平成３１年２月１３日（水）午前９時３０分

  １⑴オ 平成３１年２月１３日（水）午前９時４５分

  １⑴カ 平成３１年２月１３日（水）午前１０時００分

  １⑴キ 平成３１年２月１３日（水）午前１０時１５分

  １⑴ク 平成３１年２月１３日（水）午前１０時３０分

１⑴ケ 平成３１年２月１３日（水）午前１０時４５分

１⑴コ 平成３１年２月１３日（水）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、その業務の再度入札に参加できない。 

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、落札となるべ

き同価の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを引かせて落札者を決

定する。 

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課

電話 ０４８（８２９）１６２３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑼ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課

電話 ０４８（８２９）１６３５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等
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⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１３１号 

さいたま市立学校（西区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（西区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市西区西大宮１－４９－６外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
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ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
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平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
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要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３２号 

さいたま市立学校（北区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（北区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市北区東大成町２－１２外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要
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綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
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単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午前１０時２５分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて
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閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３３号 

さいたま市立学校（大宮区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（大宮区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市大宮区大門町３－３外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 
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本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午前１０時５０分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３４号 

さいたま市立学校（見沼区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、
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地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（見沼区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市見沼区大和田町２－９９８外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年
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さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午前１１時１５分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 
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見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３５号 

さいたま市立学校（中央区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
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さいたま市立学校（中央区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区本町東３－５－２３外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
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認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午前１１時４０分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 
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イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３６号

さいたま市立学校（桜区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（桜区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市桜区西堀７－２１－１外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 
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平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 
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⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午後１時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
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さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３７号 

さいたま市立学校（浦和区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（浦和区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市浦和区岸町４－１－２９外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有
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し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
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⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午後１時２５分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
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契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３８号 

さいたま市立学校（南区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（南区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市南区太田窪５－１０－６外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
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イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出
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た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午後１時５０分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 
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８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３９号 

さいたま市立学校（緑区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（緑区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区三室１９９４外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
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⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 

⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ



189 

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午後２時１５分 

イ 場所 

さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１４０号 

さいたま市立学校（岩槻区内）防犯カメラ賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

平成３１年１月２８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立学校（岩槻区内）防犯カメラ賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市岩槻区本町５－６－４５外 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷  借入期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の物品納入等種目分類表「事務用品・什器」、「精密機械」又は「レ

ンタル・リース」内の営業種目で登載され、市内に本店又は本市との契約権限を有する支店を有

し、かつ、引き続き同営業種目で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

担当 健康教育係 電話 ０４８（８２９）１６７９ 
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⑵ 交付期間 

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に２０５円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）午後２時４０分 

イ 場所 
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さいたま市中央区本町西６－３－１ さいたま市立学校給食センター２階栄養指導室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

電話 ０４８（８２９）１６７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課及びホームページにおいて

閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１３０号

舘岩少年自然の家浄化槽維持管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項
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⑴ 件名

舘岩少年自然の家浄化槽維持管理業務

⑵ 履行場所

福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「保守点検」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいた

ま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要綱（平

成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力

団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受けている

期間がない者であること。

⑷ 本告示日において、福島県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年福島県条例第３６号）第

２条第１項の福島県浄化槽保守点検業者の登録を受けている者で、次のいずれかの条件に該当す

る者であること。

 ア 南会津町が営業区域市町村に登録された者

イ 南会津町が営業区域市町村に登録されていない者において、同条例に基づく浄化槽保守点検

業者登録事項変更届出書により営業区域市町村の追加手続きを行った者

 ⑸ 業務に対応する浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第１０条第２項の規定による技術管理者

を配置できる者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。

⑴ 申請方法

  ホームページから入札説明書等交付申請書をダウンロードし、必要事項を記載の上、申請書を

提出すること。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057582.html

⑵ 提出場所

〒９６７－０３４７ 福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員
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会事務局学校教育部舘岩少年自然の家

担当 今間 電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３

 ⑶ 提出方法

   持参又はＦＡＸ

⑷ 交付期間

本告示日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑸ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

   本告示日から平成３１年２月１４日（木）まで

⑶ 受付場所

３⑵に同じ

⑷ 提出方法

郵送（書留郵便又は簡易書留郵便）受付期間内必着

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加

資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１

０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に

当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
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その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２８日（木）午前１１時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第５会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

 ⑷ 最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２８日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

⑼ 業務を担当する課

福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会事務局学校教育部舘

岩少年自然の家

電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金
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契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

   要

⑶ 議決の要否

   否

８ 特記事項

本契約は、平成３１年度歳入歳出予算が平成３１年３月３１日までにさいたま市議会で可決され

た場合において平成３１年４月１日に確定させる。

９ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部舘岩少年自然の家及びホームページに

おいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１７９号

チャレンジスクール業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

チャレンジスクール業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区岸町４－１－２９外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「その他」に登載され、本市内に本店、

支店又は営業所を有し、かつ、引き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資

格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。
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ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 平成２４年度以降、文部科学省若しくは地方公共団体の実施する学校教育に関する事業、放課

後子ども教室又は地域未来塾事業の業務を受託し、誠実に履行した実績を有する者であること。

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

担当 家庭地域連携係 電話 ０４８（８２９）１７０３

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時
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平成３１年２月１８日（月）午前９時から午後５時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 競争入札参加資格の喪失

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１

０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に

当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２１日（木）午前９時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２１日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入
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札価格が同値の場合は、当該者のくじ引きによって落札者を決める。この場合において、当該入

札参加者等は、くじを引くことを辞退することができない。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

   要

９ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

⑵ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本通貨に限る。

⑶ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課及びホームページにお

いて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等について不明を理由として、異議を申し立てること

はできない。

 ⑸ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１５０号 

さいたま市青少年宇宙科学館設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

平成３１年１月２８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市青少年宇宙科学館設備管理業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区駒場２－３－４５外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり

⑷ 履行期間 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項
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  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）

に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で登載され、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同業

務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と延床面積６，０００㎡以上の

施設における同業務の契約を１回以上締結し、かつ、履行した実績を有する者であること。

⑸ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４４条に規定する第三種電気主任技術者免状の交

付を受けている者を１名以上配置できる者であること。

⑹ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１

項第８号の建築物環境衛生総合管理業の登録を受けている者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇宙科学

館 

担当 管理係 電話 ０４８（８８１）１５１５

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１２日（火）まで（さいたま市青少年宇宙科学館条例（平成１３

年さいたま市条例１２５号）第４条第１項に規定する休館日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間
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３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月１９日（火）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書等に記載された金額のうち、平成３１年１

０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第

１項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に

当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書等に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）午前９時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。
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イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇宙科学

館

電話 ０４８（８８１）１５１５ ＦＡＸ ０４８（８８２）９７０２ 

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇宙科学館及びホームページに

おいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑸ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１４９号 

さいたま市立生涯学習総合センターコンピュータ機器賃貸借について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。

平成３１年１月２８日
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さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市立生涯学習総合センターコンピュータ機器賃貸借

⑵ 借入場所

さいたま市大宮区桜木町１―１０―１８ シーノ大宮センタープラザ生涯学習総合センター内 

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり

⑷ 借入期間

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に営業種目「ＯＡ機器リース等」で登載され、引き続き同営業種目

で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。

  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者。

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け 

ている期間がない者であること。

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は十分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が発生した場合には、即時に対応ができる者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市大宮区桜木町１―１０―１８ シーノ大宮センタープラザ７階 さいたま市教育委

員会事務局生涯学習部生涯学習総合センター 

担当 和知 電話 ０４８（６４３）５６５１

⑵ 交付期間

本入札の告示日から平成３１年２月１８日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成

１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出
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本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

  ３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２１日（木）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設置費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１

００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２７日（水）午後２時３０分

イ 場所

さいたま市大宮区桜木町１―１０―１８ シーノ大宮センタープラザ７階ネットワーキング

ルーム

⑶ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。
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⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２７日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市大宮区桜木町１―１０―１８ シーノ大宮センタープラザ さいたま市教育委員会

事務局生涯学習部生涯学習総合センター

電話 ０４８（６４３）５６５１ ＦＡＸ ０４８（６４８）１８６０

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習総合センター及びホームペー

ジにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１５６号 

さいたま市立中央図書館外３館窓口等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市立中央図書館外３館窓口等業務

⑵ 履行場所
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さいたま市浦和区東高砂町１１－１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度競争入札参加資格者等名簿（業務委託）（以下、

「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登録され、引

き続き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２６年４月１日以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種の契約実績を

１件以上有している者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課 

担当 猪俣 電話 ０４８（８７１）２１７２

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）午前９時４５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所
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ア 日時

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課

電話 ０４８（８７１）２１７２ ＦＡＸ ０４８（８８４）５５００

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市立中央図書館管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１５７号 

さいたま市立武蔵浦和図書館外６館窓口等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市立武蔵浦和図書館外６館窓口等業務 

⑵ 履行場所
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さいたま市南区別所７－２０－１外 

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度競争入札参加資格者等名簿（業務委託）（以下「名

簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登録され、引き続

き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２６年４月１日以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種の契約実績を

１件以上有している者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課 

担当 猪俣 電話 ０４８（８７１）２１７２

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）午前１０時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所
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ア 日時

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課

電話 ０４８（８７１）２１７２ ＦＡＸ ０４８（８８４）５５００

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市立中央図書館管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１５８号 

さいたま市立大宮西部図書館外５館窓口等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市立大宮西部図書館外５館窓口等業務 

⑵ 履行場所
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さいたま市北区櫛引町２－４９９－１外 

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度競争入札参加資格者等名簿（業務委託）（以下「名

簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登録され、引き続

き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２６年４月１日以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種の契約実績を

１件以上有している者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課 

担当 猪俣 電話 ０４８（８７１）２１７２

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）午前１０時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所



214 

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課

電話 ０４８（８７１）２１７２ ＦＡＸ ０４８（８８４）５５００

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市立中央図書館管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第１５９号 

さいたま市立春野図書館外６館窓口等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。

平成３１年１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市立春野図書館外６館窓口等業務

⑵ 履行場所
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さいたま市見沼区春野２－１２－１外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成２９・３０年度競争入札参加資格者等名簿（業務委託）（以下「名

簿」という）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登録され、引き続

き同業務で平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２６年４月１日以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種の契約実績を

１件以上有している者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課 

担当 猪俣 電話 ０４８（８７１）２１７２

⑵ 交付期間

告示の日から平成３１年２月１４日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書
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イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

平成３１年２月２０日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、平成３１年１０

月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２条第１

項第９号に規定する課税資産の譲渡等をいう。以下同じ。）に係るものとして見積もった金額に当

該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）と、平成３１年１０月１日以後に行う課税資産の譲渡等に係る

ものとして見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額のうち、平成３１年１０月１日の前日までに行う課税資産の譲渡等

に係るものとして見積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、平成３１年１０月１日

以後に行う課税資産の譲渡等に係るものとして見積もった金額の１１０分の１００に相当する金

額を加算した金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

平成３１年２月２６日（火）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所
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ア 日時

平成３１年２月２６日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課

電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会事務局中央図書館管理課

電話 ０４８（８７１）２１７２ ＦＡＸ ０４８（８８４）５５００

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市立中央図書館管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

○公募型プロポーザル方式の手続の開始 

さいたま市告示第１５５号 

さいたま市ＣＩＯ支援業務について、公募型プロポーザル方式の手続きを実施します。つきまして

は、次のとおり当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 

平成３１年１月２９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市ＣＩＯ支援業務 
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⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課外 

⑶ 業務概要 

情報システム最適化事業の推進（最適化に係るガイドラインの整備、情報システムに係る見積

精査等）に係る支援 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から平成３２年３月３１日まで 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「計画策定」又は「電算」で登載され、引き続き同業務で平成３１・３

２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を行っている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加

停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置またはさいたま市の締結する

契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措

置を受けている期間がない者であること。 

⑷ 平成２６年度以降に、国（独立行政法人を含む。）、都道府県又は人口２０万人以上の市若しく

は特別区において、次のいずれかの経験を有し、その者を本業務の業務責任者に配置できる者で

あること。 

なお、本市の情報システムに関する事業における調達の公平性及び透明性を確保する必要があ

ることから、受託者は、本業務の契約履行期間において、本市のシステム設計・開発、システム

運用及びシステム監査等の委託業務の入札に参加することはできないものとする。 

ア ＣＩＯ（Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ）又はＣＩＯ補佐の経験 

イ 情報システムに係る調達支援、工程管理支援等の業務契約実績及び責任者としての経験 

３ 企画提案招請説明書等の貸与 

企画提案書の提出を希望する者で、２⑴の要件を満たす者に対し、企画提案招請説明書（以下「説

明書」という。）等の資料を貸与するものとする。 

⑴ 貸与場所 

さいたま市浦和区常盤６－４―４ さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課 

担当 ＩＣＴ統括係 電話 ０４８（８２９）１８９３ 

⑵ 貸与期間 

本告示日から平成３１年２月２８日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 



219 

⑶ 貸与費用 

無償 

⑷ 貸与方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑸ 説明書等の返却 

交付した説明書等は、企画提案書提案会時に返却すること。また、見積辞退及び参加申込兼資

格確認申請書を提出しないことが決まった場合は、速やかに返却すること。 

⑹ 説明書等の取り扱い 

貸与した説明書等は、企画提案及び見積りに係る検討以外の目的で使用してはならない。また、

様式以外の資料は複製をしてはならない。 

４ 参加申込兼資格確認申請書の提出 

企画提案書の提出を希望する者は、参加申込及び参加資格の確認審査（以下「確認審査」という。）

の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、企画提案書提出日において

確認審査を受けていない者は、企画提案会に参加できない。 

⑴ 提出書類 

ア 参加申込兼資格確認申請書 

イ ２⑷の経験を証する書類 １部 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

平成３１年３月４日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 企画提案書の提出 

⑴ 提出書類 

企画提案書 原本１部 写し８部 

⑵ 受付期間 

平成３１年３月５日（火）から平成３１年３月８日（金）まで（午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
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⑷ 企画提案書の提出ができる者 

参加資格確認結果通知書により参加資格有と認められた者のみ、提出することができる。 

７ 企画提案書提案会 

企画提案書の提出者は、企画提案書提案会において、提案内容の説明をすること。 

⑴ 企画提案書提案会の実施日及び場所 

平成３１年３月１８日（月）又は３月１９日（火） 

詳細な時間及び場所については、参加者数の確定後に通知する。 

８ 企画提案書の特定に関する事項 

⑴ 評価方法 

企画提案書の内容及び企画提案書提案会の内容（質疑応答を含む。）について、選定委員会にお

いて、選定委員が評価を行う。 

⑵ 優先交渉権者の選定 

選定委員会の後、優先交渉権者を選定する。 

９ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否 

要

⑶ 議決の要否 

否

１０ 特記事項 

⑴ 本業務に係る予算が本市議会で議決されない場合又はその他の理由により本業務が実施できな

くなった場合にあっては、どの提案者とも契約を締結しないことがある。 

⑵ 本業務の契約時点での業務責任者を、本業務とは別に、さいたま市ＣＩＯ補佐監設置要綱（平

成１８年さいたま市制定）により、本市の非常勤特別職のＣＩＯ補佐監として任命する（月５日

程度の勤務）。 

１１ その他 

⑴ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ この企画提案書の招請手続きに係る一切の経費は、提案者の負担とする。

⑶ 提出された企画提案書は、業者選定の結果不採用となった提案者より明示的な希望があった場

合のみ返却する。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市市民局情報政策部ＩＣＴ政策課及びホームページにおいて閲覧でき

る。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑸ 詳細は、説明書等による。 

さいたま市告示第１２９号

 さいたま市就学援助システム再構築業務について、公募型プロポーザル方式の手続きを実施します。
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つきましては、次のとおり、当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。

平成３１年１月２８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 企画提案書の招請に付する事項

⑴ 件名

  さいたま市就学援助システム再構築業務

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 業務概要

さいたま市就学援助システム再構築業務調達仕様書のとおり

⑷ 履行期間

   契約締結日から平成３２年１月３１日まで

⑸ 予算の上限額

   ２２，８７４，５００円（消費税及び地方消費税額を含む。）

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項

  企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本告示日において、平成２９・３０年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、

業務「電算」の受注希望業務「システム・プログラム開発」で登載され、引き続き同業務で平成

３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者

ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっ

ては、その組合員が、本招請に参加していない者であること。

⑶ 本告示日から企画提案書提出期限日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札

参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結す

る契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の

措置を受けている期間がない者であること。

⑷ 人口２０万人以上の地方公共団体（特別区を含む）に対し就学援助システムのパッケージ構築

の実績を有する者であること。

３ 企画提案に係る実施要項等の交付

企画提案書の提出を希望する者に対し、実施要項等を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

担当 教育費支援係 電話 ０４８（８２９）１６４７
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イ さいたま市ホームページからダウンロード

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p062545.html 

⑵ 交付期間

本告示日から平成３１年２月１４日（木）（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条例

（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除

く午前９時から午後４時まで）

４ 質問の受付及び回答

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問すること

ができるものとする。なお、質問後は速やかに電話にて提出先に到達確認を行うものとする。

⑴ 受付期間

本告示日から平成３１年２月１４日（木）午後４時まで

⑵ 受付方法

電子メール

メールアドレス kyoiku-gakuji@city.saitama.lg.jp

⑶ 提出先

３⑴アに同じ

⑷ 質問に対する回答

平成３１年２月１９日（火）までに行う。

⑸ 回答方法

さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p062545.html 

５ 参加意思の表明手続き

企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思の表明手続きを行わなければならない。

⑴ 提出書類

ア 参加意思表明書 １部

イ ２⑷の実績を証する書類 １部

⑵ 提出期間

本告示日から平成３１年２月１４日（木）まで（休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 提出場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

 ⑸ 参加資格確認通知書の送付

   参加意思表明書を提出した者に対しては、本件への参加資格の有無にかかる通知を交付するも

のとする。

ア 交付方法

郵送による。

イ 交付日時

平成３１年２月１８日（月）発送
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６ 企画提案書等の提出

参加資格を認められた者は、次のとおり企画提案書等を提出することができるものとする。

⑴ 提出書類

ア 企画提案書（正本１部、副本８部）

イ 機能実現証明書（正本１部、副本８部）

ウ 見積書

エ ライフサイクルコスト記入票（機器賃貸借）（正本１部、副本８部）

オ ライフサイクルコスト記入票（運用保守）（正本１部、副本８部）

⑵ 提出期間

平成３１年２月２０日（水）から平成３１年３月１日（金）まで（休日を除く午前９時から午

後４時まで）

⑶ 提出場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

７ プレゼンテーション

  企画提案書等の提出者は、プレゼンテーションにおいて、提案内容の説明を行うものとする。

  なお、プレゼンテーション実施の日時及び会場については、後日通知する。

８ 業者決定の方法

業者の決定にあたっては、さいたま市就学援助システム再構築業務業者選定委員会において書類

審査を行い決定する。

９ 特記事項

本業務に係る予算が本市議会で議決されない場合又はその他の理由により本業務が実施できなく

なった場合にあっては、どの提案者とも契約を締結しないことがある。

１０ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 本告示において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。

⑸ 企画提案の審査結果は、企画提案の具体的内容を除き、公表する。

⑹ 詳細は、実施要項による。

１１ 本招請に関する事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

〇訂正 
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さいたま市告示第１２４号 

さいたま市西部環境センターの余剰電力の売却外２件（平成３１年さいたま市告示第８５号）で告

示した事項について、次のとおり訂正する。 

平成３１年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

正 誤 

７⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第

２項の規定に基づいて作成した予定価格を超

え最高の価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。 

７⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項

の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。 

（※さいたま市契約公報臨時号外１号中、１４４ページの訂正） 


